
 

第 46 回  議会改革推進特別委員会 

令和 7 年 2 月 4 日(火) 

13 時 30 分 ～ 時  分 

全 員 協 議 会 室 

 

【委 員】 牛尾委員長、西田副委員長 
      三浦委員、村武委員、小川委員、布施委員、佐々木委員、田畑委員 
【議長団・委員外議員】  
【事務局】 小寺書記 

 
議題 

1  政策討論会のあり方について 

⑴ 議長への報告内容確認（第 10 回報告） 

 

2  議会による AI、ChatGPT の活用について 

 

3  執行部への要望・提言に対するその後の対応状況について 

 

4  議会図書室の活用状況の検証について 

 

5  その他 

⑴ 今後の議会改革の視点について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○次回開催    月   日（  ）   時   分  全員協議会室 



  

 

 

 

 

 

 

議会改革に関する検討結果 
 

第 10 回報告書 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 2 月  

議会改革推進特別委員会 



令和 7 年 2 月 日 

 

 浜田市議会議長 笹田 卓  様  

 

議会改革推進特別委員会  

委員長  牛 尾   昭  

 

議会改革に関する検討結果について（第 10 回報告） 

 

 当委員会で定めました議会改革の検討項目のうち、検討が終了した事項につ

いて下記のとおり結果を報告します。  

今後、検討結果に伴う事務処理及び必要に応じて全議員への周知または関係

する他の委員会等へ通知する等、適切な対応をお願いいたします。  

 

記  

【検討項目】政策討論会のあり方について 

政策討論会は、浜田市議会基本条例第 12 条で「市政に関する重要な政策及

び課題に対して、議会としての共通認識の醸成を図り、合意形成を得るため開

催するものとする」、第 17 条で「議員は、政策討論会等を通じて議員相互間に

おける自由な討議を行い、積極的な議案の提出に努めなければならない」と規

定している。 

次の事項について、改めて全議員が認識を共有することにより、政策討論会

の積極的な開催と活用を図ることとする。 

 

1  各委員会で所管事務調査等に取り組んだ結果を、委員会の提言として市

に提出しているが、議会全体としての政策提言とするために積極的に政策

討論会を活用すること。 

 

2  議員個人・会派・議員連盟でも政策討論会幹事会へ議題提案書の提出は

可能であるため、少数議員による提言や政策立案を議会全体としての政策

提言とするために政策討論会を活用すること。 

 

3  政策討論会の開催に当たっては、提言書や政策立案書等の完成前に開催

するなどして、政策討論会で出た意見を提言書等に反映可能な時期を考慮

して開催すること。また、多様な考えや意見を持つ議員が十分に議論し、

相互に理解を深めながら、議会としての共通認識の醸成と合意形成を得る

という過程を意識しながら、議員間における建設的な討議をすること。 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年２月 

大津市議会
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第１ 検証手法の構築の目的 
 

議員提案により制定した条例（以下「議員提案条例」といいます。）について、その実施

状況等を事後的に検証する手法を構築することにより、その実効性を高めること及びその

内容を社会情勢の変化等に即したものとすることを目的とします。また、議会が実施した

提言についても、事後的に検証する手法を構築することにより、その実効性を高めること

を目的とします。 

 

第２ 議員提案条例の検証手法について 

１ 検証を実施する主体 

検証を実施する主体は、検証対象となる条例を所管する各委員会とします。 

なお、対象となる議員提案条例を特に所管すると考えられる特別委員会が既に設置

されているときは、その特別委員会を検証の主体とします（例えば、災害対策特別委

員会のような委員会が設置されている場合に、災害等対策基本条例の検証を行うこと

になったときは、総務常任委員会ではなく、当該特別委員会が行うこととします。）。 

また、所管が複数の常任委員会にまたがるものを検証するときは、連合審査会とし

て議論するものとします。 

そして、各常任委員会において行う検証は、基本的に所管事務調査として実施しま

す。 

 

２ 検証の対象 

  ⑴ これまでに制定した議員提案条例について 

ア 大津市議会におけるこれまでの議員提案条例の制定実績 

分類 条例名 施行 
(参考)所管

委員会 

執行部による

執行が前提と

なる条例 

⑴ 大津市子どものいじめの防止に関す

る条例 

平成 25年 4月 総務・教厚 

⑵ 大津市災害等対策基本条例 平成 27年 4月 総務 

⑶ 大津市がん対策推進条例 平成 28年 4月 教厚 

議会の内部的

事項を定めた

条例 

⑷ 大津市議会政務活動費交付条例 平成 13年４月 議運 

⑸ 大津市議会議員政治倫理条例 平成23年12月 議運 

⑹ 大津市議会会議条例 平成 26年 2月 議運 

⑺ 大津市議会傍聴条例 平成 26年 2月 議運 

⑻ 大津市議会委員会条例 平成 26年 2月 議運 



2 

 

 

 

 

 

イ これまでに制定した議員提案条例のうち、検証の対象とするもの 

これまでに制定した議員提案条例のうち、「執行部による執行が前提となる条例」

については、原則として検証の対象とします。 

他方、「議会の内部的事項を定めた条例」については、基本的に議会内部の手続

等を定めたものが多く、必要に応じて議会運営委員会で見直しを行い、随時改正

を行っているため、原則として検証の対象外としますが、例外として、「政治倫理

条例」と「議会基本条例」の２本については、市民の意見や社会情勢の変化等を

勘案しながら条例の規定について定期的に検証する機会を設けることが望ましい

ため、特に検証の対象とすることとします。 

 

（参考） 

前項及びこの項を踏まえると、第１回目の検証の対象となる条例及び検証主体

は、次のとおりとなります。 

 

【議員提案条例の第１回目の検証】 

検証の対象となる条例 検証主体 

大津市子どものいじめの防止に関す

る条例 

総務・教育厚生常任委員会連合審査会 

大津市災害等対策基本条例 総務常任委員会 

大津市がん対策推進条例 教育厚生常任委員会 

大津市議会議員政治倫理条例 議会運営委員会 

大津市議会基本条例 議会運営委員会 

   

⑵ 今後新たに制定する議員提案条例について 

今後新たに制定する「執行部による執行が前提となる条例」については、原則と

して検証の対象とします。 

加えて、今後新たに制定する「議会の内部的事項を定める条例」については、原

則として検証の対象外としますが、例外的に議会運営委員会における承認を経たも

のについては、検証の対象とします。 

 

⑼ 大津市議会委員会等傍聴条例 平成 26年 2月 議運 

⑽ 大津市議会基本条例 平成 27年 4月 議運 

⑾ 大津市議会意思決定条例 平成 29年 4月 議運 
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３ 検証の開始時期 

⑴ 第１回目の検証の開始時期 

第１回目の検証は、令和４年度の６月通常会議から実施するものとします。 

ただし、議会基本条例の検証については、議員任期の最終年度に実施している議

会活動の評価とも密接に関連性を有すること、議会活動の評価は議会運営委員会が

中心となって行われること等から、議員任期の最終年度に実施している議会活動の

評価と合わせて検証を実施することとします。 

なお、議会活動の評価の開始時期に合わせる関係から、議会基本条例については、

令和４年度から検証を開始するものの、6 月通常会議と前後して開始する場合があ

ります。 

 

⑵ 第２回目以降の検証の開始時期 

第２回目以降の検証は、４年に一度、議員任期の３年目の６月通常会議から、各

委員会において、検証対象とした議員提案条例を対象として実施するものとします。 

第１回目の検証と異なり、第２回目以降の検証については議員任期の３年目から

開始することとするのは、検証の結果、条例改正等の対応が必要となった場合に当

議員任期中に対応を完結することを可能とするためです。 

ただし、議会基本条例については、第１回目の検証と同様に、議員任期の最終年

度に実施している議会活動の評価と合わせて実施することとします。 

なお、検証実施日から１年以内に施行された議員提案条例については、議会運営

委員会における承認を経て、直近の検証時には検証を実施しないことができるもの

とします。 

 

４ 検証の流れ 

⑴ 条例に係る各種事業の実施状況等についての執行部からの報告 

検証の開始に際し、執行部における条例に係る各種事業の実施状況等の確認のた

め、執行部から条例の条文ごとに関連する取組とその成果、課題等を記載した資料

（執行部における取組状況等報告書（様式第１号））の提出を受けるとともに、必要

に応じて各委員会において執行部から説明を受けることとします。 

 

⑵ 議会における検証 

執行部から提出を受けた報告書等を基に、個々の委員（議員）が、それぞれの意

見を所定の「議員意見提出票」（様式第２号）に記載して委員長に提出し、委員会に

おいてそれらを集約して検証結果報告書としてまとめることとします。 
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⑶ 執行部に対する検証結果報告書の送付 

委員会において検証結果報告書がまとまった後、議会運営委員会における承認を

経て、大津市議会として、議長から市長に対して検証結果報告書を送付することと

します。 

 

⑷ 執行部からの書面による回答の受領 

検証結果報告書を執行部に交付した後、執行部に対して、書面による回答を求め

ることとします。 

 

５ その他 

⑴ 検証を実施した議員提案条例の一部改正等に係る議案の作成、提出等の主体 

検証を実施した議員提案条例について、議会側で一部改正等を行う必要が生じた

ときは、当該検証を実施した委員会が主体となって議案の作成や提出等を行うこと

とします。 

 

⑵ 検証制度の運用開始後における、検証制度に関する議論の主体 

次年度以降、実際に検証を実施した結果、検証制度に修正等の必要が生じること

も考えられますが、検証を実施する中で得られた気付きを適宜制度にフィードバッ

クしていくことが重要です。 

また、この検証制度の構築時に定めていない課題が生じるなど、今回の検証制度

の構築に当たって議論を行っていない事項について改めて協議する必要が生じるこ

とも考えられます。 

そこで、当検証手法の運用開始後、検証制度に関して議論する必要が生じたとき

は、議会運営委員会を主体として議論することとします。 
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（図１）議員提案条例の検証のタイムスケジュール（イメージ） 

時期 議会 執行部 

６月通常会議 （検証開始）   

 

執行部における取組状況等報告書（様

式第１号）の作成、提出 

 

委員会において執行状況等の説明 

議員による議員意見提出票（様式第 2

号）の記入、提出  

↓ 
 

休会中 

(７月～８月) 

委員会における意見の集約 
 

↓ 
 

検証結果報告書の作成 
 

↓ 
 

９月通常会議 委員会における検証結果報告書の承認 
 

↓ 
 

議会運営委員会における承認 
 

↓ 
 

本会議における委員長報告 
 

↓ 
 

議長から市長へ検証結果報告書の 

送付  

翌年２月末までに

（執行部と調整）  

書面による回答書の作成、提出 
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第３ 議会が実施した提言の検証手法について 

 

 １ 大津市議会が直近 5年間に実施した提言の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 提言の検証手法について 

⑴ 提言内容の実施状況等に関する執行部からの報告 

議会が実施した提言については、請願に係る執行部からの報告に準じて、毎年度、

2 月通常会議の開会日（＝再開日）までに、その前年度の１１月１日から当年度の

１０月３１日までの間に実施した提言について、任意の様式により、執行部から提

言内容に関する実施状況等の報告を受けることとします（図２を参照）。 

ただし、報告予定日から近接した時期に提言が実施されたことその他の特段の事

情があるときは、議会運営委員会における承認を経て、執行部による報告の時期を

変更することができるものとします。 

なお、過去に既に実施した提言については、執行部は提言後に議会から実施状況

等の検証を受けることを認識しておらず、その予測可能性を欠くこと等に鑑み、い

ずれも報告の対象外とします。 

 

提言の概要 実施時期 
（参考） 

所管委員会 

⑴ 議会における行政評価（次年度予算編成に向け

た提言）【議長から市長へ】（※試行実施） 

平成 29年 11月 総務・教厚・生産・

施設 

⑵ 議会における行政評価（次年度予算編成に向け

た提言）【議長から市長へ】 

平成 30年 10月 総務・教厚・生産・

施設 

⑶ 政策形成過程における住民参加の在り方（討論

型世論調査）導入に向けた提言【議長から市長へ】 

平成 30年 10月 生産 

⑷ 若者の投票率向上に向けた提言【政策検討会議

での検討を踏まえ、議長から執行機関（教育委員

会、選挙管理委員会）へ】 

平成 31年３月 総務・教厚 

⑸ 地域包括ケアシステムの構築に向けた提言【教

育厚生常任委員会での調査・研究の成果として委

員長から市長へ】 

令和２年３月 教厚 

⑹ 新型コロナウイルス感染症の再発防止と「新た

な日常」の確立に向けた提言【議長から市長へ】 

令和２年６月 総務・教厚・生産・

施設 
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⑵ 議会側の対応 

議会が執行部から提言に係る実施状況の報告を受けたときは、請願に係る執行部

からの報告に準じて、全議員に当該報告を通知します。 

そして、その後の議会側の対応については、報告の内容に応じて所管の委員会に

おいて決定することとします。 

なお、対象となる提言を特に所管すると考えられる特別委員会が既に設置されて

いるときはその特別委員会を検証の主体とすることや、所管が複数の常任委員会に

またがるものを検証するときは連合審査会として議論すること、各常任委員会にお

いて検証を行うときは基本的に所管事務調査として実施すること等についても、議

員提案条例の検証に準じます。 

 

  ⑶ 執行部の実施状況等を確認する旨の文言の提言書における明示 

執行部の予測可能性を担保するとともに、議会側において認識を共有するため、

今後提言を実施する際には、提言書の中に、将来、提言内容についての執行部にお

ける実施状況等を確認する旨の文言を明示することとします。 

 

（記載例） 

「なお、本件提言については、原則として   年２月に執行部における実施状況

等について報告を求める予定ですので、あらかじめ御承知おきください。」 

 

⑷ 運用開始後における検証制度に関する議論の主体 

当検証手法の運用開始後、検証制度に関して議論する必要が生じたときは、議会

運営委員会を主体として議論することについても、議員提案条例の検証に準じます。 

（図２）実施状況等の報告を受ける提言の範囲（期間）のイメージ

令和２年 令和３年 令和４年
・・・ 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 ・・・

1日 31日

実施
状況
報告

令和２年度 令和３年度

報告を受ける提言の対象期間
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様 式 集
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様式第１号 

執行部における取組状況等報告書 
 

担当所属名      部     課 

 

所管する条例            条例（    年条例第  号） 

 
条例の条文 執行部における取組、成果、課題等 

（   ） 

第１条 
 

（   ） 

第２条 
 

（   ） 

第３条 
 

（   ） 

第４条 

 

 

 

 



10 

 

様式第２号 

議員意見提出票 
 

   提出者（議員名）  

                       

 

 

検証対象条例 大津市          条例（    年条例第  号） 

評価（総括） 

□ 運用の改善を求めるとともに、条例の見直しを検討すべきである。 

□ 運用の改善を求めるが、条例の見直しの必要はない。 

□ 運用の改善の必要はないが、条例の見直しを検討すべきである。 

□ 運用の改善及び条例の見直しの必要はない。 

□ 引き続き運用の状況等を見守り、経過を見定めることとする。 

当該条例の該当条文 条例に係る取組等に対する執行部への質問、現状の課題、改善策等について 

第  条第  項第  号 

 

 

 

 

第  条第  項第  号 

 

 

 

 

 

提出期限：   年  月  日（ ） 

提 出 先： 
 



11 

 

 

 

当該条例の該当条文 条例に係る取組等に対する執行部への質問、現状の課題、改善策等について 

第  条第  項第  号 
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（様式第 2号附属資料） 

条例の運用状況等の検証を行う際の視点（参考） 

①必要性 ・条例を制定した目的は、制定後の時間の経過にかかわらず、現在でも必要性

を有しているか。 

・条例の個々の規定は、現在でもそれぞれ条例の目的を達成するために必要不

可欠であるか。 

・条例の対象に対して、今後も公的な関与を行っていく必要があるか。 

②適法性 ・根拠法令がある場合、その法令に抵触していないか。 

・憲法その他の法令に抵触しているとの評価を受けるおそれはないか。 

・近年の判例の動向に適合しているか。  

・規制型の条例の場合、現在の社会情勢の下で過度な規制となっていないか。 

③有効性 ・条例に基づき市が実施している事業は、当該条例の目的の達成のために有効

に寄与しているか。 

・条例に規定している手段は、関係する法令・条例と重複していないか。 

・条例の規定の効果を疑問視する意見を受けたことはないか。 

・条例の規定を廃止、改正等した場合に、明らかな支障が認められないか。 

④効率性 

 

・条例の規定に基づき市が実施している事業等のために、どの程度のコストを

要しているか。 

（※コスト＝補助金等の事業に係る事業費及び事務費、法令や条例を執行す

るための担当職員の人件費等） 

・条例の規定に基づいて市が実施している事業等の費用対効果は適切であるか

（より少ないコストで同じ目的を達成できる他の手段はないか。）。 

⑤公平性 ・条例の執行に当たって、その効果及びコストは市民に公平に分配されている

か（一部の市民だけが条例の執行による効果を享受していないか。一部の市

民だけが条例の執行に伴うコストを負担していないか。）。 

・合理的な理由なく不平等な取扱いが行われていないか。 

⑥その他 ・条例の内容は、現在の社会情勢等に合致しているか。 

・条例の内容は、市の計画等とも整合しているか。 

・条例において、市民（団体）、ＮＰＯその他の市以外の主体との連携や協働

に配慮しているか。 

・市民等から条例の一部改正や廃止などを求める意見を受けたことはないか。 

・条例の中に、社会情勢の変化等に伴って適切でなくなった表現はないか。 

※ここに列挙した全ての視点が全ての条例に当てはまるものではないため、必要に応じて

適宜取捨選択の上、参照してください。 



中央図書館団体貸出運用状況
2025/1/31

回数 期間
分野回答
議員数

依頼分野数
蔵書回答
議員数

蔵書依頼数
(重複あり)

借受冊数 貸出冊数 利用議員数

第1回
R6年10月21日
～11月20日

4人
(特委3人)

10分野
5人

（特委3人）
28冊 27冊

11冊
（延12冊）

4人
（特委2人）

第2回
R7年1月20日
～2月19日

3人
(特委3人)

10分野
4人

（特委3人）
22冊 22冊

13冊
（延15冊）

5人
（特委4人）

シェアする議会本棚運用状況

・令和6年10月31日にLINE WORKSで全議員へ通知して以来、貸出希望なし、共有可能な書籍提供なし

・29冊の書籍を配架中（提供議員5人）



今後の議会改革の視点について ～地域経営のための議会改革調査を踏まえて～

早稲田大学マニフェスト研究所からの通知引用 

 

早稲田大学マニフェスト研究所では、これまで実施してきた「議会改革度調査」を

今回（2024調査）から「地域経営のための議会改革度調査」と改め、「政策力の強化」、

「主権者の参画」、「議会機能の強化」の 3つのテーマを中心に構成して調査すること

とされた。 

 

【変更の背景と理由】 

2000年に施行された「地方分権一括法」により、機関委任事務は全廃となり、地方

には、自己決定・自己責任の自治が求められるようになった。この変化により、国か

ら降りてくる事務をこなす「公共団体」から脱却し、自ら課題を見つけその本質を掘

り下げ、解決シナリオを作成し、予算や計画を実現する環境を整えながら、課題の解

決に取り組むという、名実ともに「自治体」への進化が問われるようになった。 

生成 AI などのデジタル技術の急速な進展や人口減少による地域社会の疲弊など、

地方自治を取り巻く状況は一層深刻化しており、このような時代において、住民の代

表機関であるとともに、自治体の意思決定機関でもある議会は、新しい技術を活用す

ることで政策形成力を強化し、地域課題の解決に積極的に取り組まなければならない。 

 

【今後の調査テーマ】 

  ①政策力の強化  

…新しい技術も活用しながら、政策形成・ 政策提言を議会として行う 

  ②主権者の参画 

…主権者である住民の意見を政策に反映させる仕組みの構築と実践 

 ③議会機能の強化 

…二元代表制の一翼を担う機関として、事務局を含めた議会全体の機能の強化 

 

【今回の調査の視点】 

特に、「地域経営」の視点を重視。  

地域の特性を踏まえた上で、下記の 3点に調査の力点を置いた。 

①議会が「縮小」や「廃止」の提言を行うこと 

②マニフェストや戦略・計画に基づいた議会活動を実施すること 

③検証・評価の仕組みを積極的に活用する取組を行っていること 

 

 議会を対象とする調査は 15 回目を迎えました（昨年回答率は約 88%）が、こ

の間、 議会基本条例の制定（約 6 割）やコロナ禍以降のタブレット導入（約 7

割）など、議会改革のための環境整備は一定の段階まで進んだと言えます。  

今回の調査は、次のステージとして、地域経営に資する議会のあり方をめぐ

る議論を喚起し、地域経営にふさわしい議会の姿を追求するための一助となる

ことを目指します。 


